予算要求資料
平成25年度当初予算　　支出科目　款：介護人材確保対策事業費　項：介護人材確保対策費

　目：介護人材確保対策費
	事業名:　介護職員定着支援事業費（任意）
介護職員人材確保対策事業費（国補）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　健康福祉部高齢福祉課　企画係　電話番号：058-272-1111（内2595）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11215@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額： 14,348千円（前年度予算額： 21,642千円）

	要求内容


	１　要求の内容


　介護保険法により、利用者本位の質の高い介護サービスの提供が求められている中、サービス提供の根幹である福祉人材の養成・確保が重要である。しかしながら、厳しい雇用情勢にも関わらず、介護分野は人材不足が深刻であることから、介護を必要とする方が安心してサービスを受けることができるよう、介護サービスを支える人材の確保と定着を支援する。
①サポートダイヤル事業

　　　介護業務に従事する職員の人間関係や業務内容等に関する悩みや不満等を相談に

より解消することで、職員の定着・離職防止を図る。

②介護職員資質向上支援事業

　　　介護業務に従事する職員のキャリアアップ・スキルアップのための資格取得や研

修参加、教育訓練等に対する支援を目的に、研修等の参加についてコーディネート

等を実施する。

③イメージアップ事業

　　介護の仕事の大切さを伝え、介護についての理解・認識を深めることで、介護のイメージアップ、啓発を図る。

④介護職員等によるたん吸引等研修指導者養成研修事業（施設関係）

　　特別養護老人ホーム等の施設及び居宅において、必要なケアをより安全に提供す

るため、適切にたんの吸引等を行うことができる介護職員等を養成するための講師及び実習指導者を養成する
○事業主体　県
	２　所要経費


　○介護職員定着支援事業費　　　　　　　　　　　　　委託料　　 3,405千円
　　① 3,405千円

　○介護職員人材確保対策事業費　　　　　　　　　　　委託料等　10,943千円

② 3,200千円　③ 3,697千円　④ 4,046千円
　　詳細：別紙参照　

· 負担区分及び財源
①　　　県10/10（「介護人材確保対策基金」繰入金）
　②～④　国1/2、県1/2（「介護人材確保対策基金」繰入金）
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県債
	一　般
財　源

	前年度

予算額
	21,642
	9,118
	0
	0
	0
	0
	※12,524
	0
	0

	要求額
	14,348
	5,471
	0
	0
	0
	0
	※8,877
	0
	0

	決定額
	14,348
	5,471
	0
	0
	0
	0
	※8,877
	0
	0


※「介護人材確保対策基金」繰入金
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	　介護を必要とする方が安心してサービスを受けることができるよう、介護サービスを支える人材の定着支援を行うとともに、介護職に関するイメージアップを図る。
　介護職員による喀痰吸引等を安全に実施するための研修体制の確立を図る。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	定性的な効果を目的とする事業であり、定量的な指標の設定は困難。



（平成24年度の取組）

	1 サポートダイヤル事業
介護職員からの電話相談、事業所訪問　72件（10月末現在）

2 介護職員資質向上支援事業

研修受講支援　579件

3 イメージアップ事業

「介護の日」普及啓発事業　県内５圏域（11月11日実施予定）

4 介護職員等によるたん吸引等研修指導者養成研修事業

指導看護師養成研修（H24.6、H25.1（予定）２回実施）約80名養成予定


（平成24年度の成果）

	サポートダイヤル事業では、専門の職員を配置し、電話等で介護職員からの悩み、不安等を受け付ける体制を構築し、働きやすい労働環境の整備について助言を行った。

介護職員資質向上支援事業では、介護業務に従事する職員のキャリアアップ・スキルアップのための研修について、マッチングや申込み、参加費用の支援、研修参加に係るコーディネートをトータル的に実施した。

イメージアップ事業では、新たな介護人材の確保を目的とし、フリーペーパーでのＰＲ、11月11日の「介護の日」普及啓発活動により、介護についての理解・認識を深め、介護のイメージアップを図った。

介護職員等によるたん吸引等研修指導者養成研修事業では、喀痰吸引等を実施できる介護職員を養成する研修機関の設立に必要な講師及び実地研修における指導看護師の確保を図った。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	今後急速に進展する高齢化社会において、介護サービスを支える人材の確保と定着に関する事業は必要性が高い。
「社会福祉士及び介護福祉法」の改正により制度化された介護職員による喀痰吸引等については、安全に実施するための研修体制の確立とともに職員のレベル向上を図るため指導者の質を確保する必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

－
	指標の設定は行っていない。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	調査・研究事業については、隔年実施とし、経費の節減を図った。（平成25年度は実施しない）
平成２４年度から制度化されたことにより、喀痰吸引等のできる介護職員を養成する研修体制を早急に確保する必要がある。


（今後の課題）

	　介護人材に対するニーズが増大する一方、介護職に対するネガティブなイメージが根強いため、介護人材の確保のためには長期的な視点でのイメージアップが必要。
・喀痰吸引等ができる介護職員の養成とともに、研修体制の質の確保が必要


（次年度の方向性）
	介護職員の定着を支援するとともに、介護人材確保のために介護の仕事に関するイメージアップに関する事業をより積極的に推進する必要がある。
　喀痰吸引等のできる介護職員を養成するとともに、平成２７年度以降からの介護福祉士の実地研修に備えた指導看護師の養成を推進する必要がある。


